
様式第３号（第３条第５項関係）
　　年　　月　　　日
　広島市長　様
商号、名称又は氏名　　　　　　　
住所
誓　　約　　書
　サービス付き高齢者向け住宅事業の登録（新規・変更・更新）に当たり、申請した建物が建築基準法、消防法及びその他法令に適合していることを誓約します。
なお、登録を受けた後に法令違反であったことが発覚した場合は、不正な手段によりサービス付き高齢者向け住宅事業の登録を受けたものとして、登録を取り消される場合があることについて承諾します。
	確認する法令
	確認内容（協議、確認状況を申請者において記載すること）

	１　建築基準法

	(1)確認済証等の交付について
　 　確認済証及び検査済証の交付日を記載してください。
確認済証交付日　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
検査済証交付日　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
建築物を新築工事中の場合は、確認済証交付日のみ記載し、着工前で確認済証が交付されていない場合は、確認済証交付の予定日を記載してください。なお、前述のいずれの場合も確認済証及び検査済証が交付された後、速やかにその写しを提出してください。
(2)検査済証交付日（用途変更の場合は工事完了届日）以降の変更の有無について
　 　以下のア～ウの該当するものに ☑して下さい。（ただし、建築物を新築工事中又は着工前の事業者は対象外です。）
□ア　増築や改修などの変更を行っている※
□イ　建築基準法の用途の変更を行っている※
例)建築基準法の用途を寄宿舎から老人ホームに変更した
　 　□ウ  ア、イのいずれにも該当しない
※ア、イに該当する場合は、各区役所建築課と建築基準法の手続きの必要性などについて区役所建築課と協議のうえ、協議内容を以下に記載してください。
（事業者）担当　　　　　　　　　　　　　　　(ＴＥＬ)　　　　　　　　　　　
（協議日時）　　　　年　　　月　　　日
（○○区建築課）担当　　　　　　　　　　　　(ＴＥＬ)　　　　　　　　　　　　　
（協議内容）


	２　消防法

	（事業者）担当　　　　　　　　　　　　　　 (ＴＥＬ)　　　　　　　　　　　
（協議日時）　　　　年　　　月　　　日
（○○署予防課）担当　　　　　　　　　　　 (ＴＥＬ)　　　　　　　　　　　
（協議内容）（消防法の適合について、担当する消防署予防課へ確認）


	３　その他法令
	（事業者）担当　　　　　　　　　　　　　　   (ＴＥＬ)　　　　　　　　　　　
（協議日時）　　　　年　　　月　　　日
（担当部署）担当　　　　　　　　　　　　　 　(ＴＥＬ)　　　　　　　　　　　
（協議内容）


【記載例】


  ○○室へ間仕切りを設置したことについて、○○区建築課と協議し、建築基準法の手続きは必要ないことを確認した。





【記載例】


○○署予防課と協議し、消防法に適合していることを確認した。








